
（２）自家発電の活用に対する考え方

１．ピーク活用できる自家発電

精査中

常用自家発電
（128万ｋW（一部推計を含む））

ピーク時の電源
として活用

２．夜間に活用できる自家発電
（昼夜通じた利用率６割程度）

大

大 小

非常用自家発電
（2,300万ｋW）

ピーク時において、
需要家自らが行う、
自衛策として活用

○余剰供給能力あり
－比較的競争力のある
LNG火力等であれ
ば、工場等が稼働し
ていない夜間、供給
可能性あり

常用自家発電の夜間活用

（１）蓄電池、揚水との組み
合わせによりピーク対策と
して活用
（２）夜間電力の
・自家発電 ・電力会社
両者の競争を促し、コスト
増抑制の一方策として活用

○非常用自家発電
－2,300万kWの設備容量
（1,000kW/台未満程度）の
うち、どれだけ活用
可能か

○常用自家発電
－5,373万kWの設備容量
（1,000kW/台以上）のうち、
どれだけ活用可能か

（128万ｋW（一部推計を含む））

活用の方向性と政策支援
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（別添６）
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エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト

需 要 供 給 電力システム

●需要家が保有する電源の系統接
続の円滑化

•安定した電気使用のための周波数維
持等のサービス料金の見直し

•系統接続ルールや運用ルールの見
直し

●需要家が保有する電源による余

剰電力や不足電力の売買ルール
の明確化

•電力会社の需要変動に合わせた発
電ルール（同時同量規制）の見直し

•部分供給の見直しやバックアップ料
金制度の見直し

•電力卸売市場の整備

●需要家群による需給管理の推進
•蓄電池活用等による需要管理を行う
バランシング・グループや地域単位等
での需給の一括管理を行うアグリ
ゲーター等に対応した託送制度の検
討

●需要家の選択肢拡大
•小売事業解禁も含めた小売自由化範
囲の拡大

•部分供給の見直し（再掲）

分散型電源

●省エネ規制の徹底・強化
（住宅・建築物等）

●熱利用推進のための制度整備

（熱導管の整備に関する規制緩
和等の検討）

●電気料金制度の見直し
•柔軟な料金メニューによる需要家の
ピークカット誘因の強化（スマートメー
ターにも対応）

省エネルギー

●多様な電源参入に向け
た制度整備

•分散型電源対策（再掲）
•再生可能エネルギー対策
（再掲）

•電力卸売市場の整備
•卸電力取引所の法定化・
中立化

●競争促進のためのイン
フラ整備

•系統運用ルールの見直し
•系統接続ルールの見直し
• これらを含む送電部門の
中立化

•連系線の整備
•広域融通の強化
•送配電網のスマート化
• スマートメーター（通信機
能付メーター）普及

•蓄電池活用のための安全
規制の適正化（再掲）

●公益事業と競争事業の
峻別（官民の分水嶺）

供給システム

●原子力損害賠償制度
の整備

●原子力の安全規制の
検証

●固定価格買取制度の創設

●系統への優先接続規定の導入

●立地規制の改革
［立地可能地域の拡大］
［再エネ事業者に公益性付与］
•自然公園、温泉地域、保安林・国
有林、農地（耕作放棄地）との調整
円滑化・立地柔軟化

•港湾・海岸への設置に関する手続
合理化

•漁場利用との調整円滑化
•水利権許可手続の合理化
•バイオマス資源の利用円滑化

●保安・環境関連制度の合理化
•主任技術者選任範囲の合理化
•環境アセスメントの迅速化

●蓄電池の安全規制の適正化
（再掲）

再生可能エネルギー

●自家発電の電力事業参入促進
•新規電源の入札実施
• コジェネ（発電時の熱を併せて利用
するシステム）推進策

●保安・環境関連制度の合理化

●リスクに強い供給体制整備
（ガスパイプライン整備、備蓄等）

自家発電・燃料等

●蓄電池の安全規制の適正化

蓄電池

原子力

●連系線の整備

●電力の広域融通の強化

●系統利用関連ルールの見直し

系統利用

（別添８）
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